
東京大学大学院教育学研究科規則 

昭和３８年４月２３日 

評議会可決 

沿革 

（目的） 

第１条 この規則は、東京大学大学院学則（以下「学則」という。）中、各研究科において

定めるように規定されている事項及び東京大学大学院教育学研究科（（以下「本研究科」と

いう。）において必要と認める事項について定めることを目的とする。 

２ 本研究科における教育課程、試験、入学及び修了等については、この規則に定めのある

もののほか、研究科教育会議（以下「教育会議」という。）の議を経て、これを定める。 

（教育研究上の目的） 

第１条の２ 本研究科は、人間と教育とのかかわり、社会における教育の構造と機能、心身

の発達と教育、等の分野において卓越した分析･研究を行う能力を形成するとともに、教

育の実践に高度の専門的知見と能力をもって貢献する人材を養成することを目的とする。 

２ 各専攻の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、別に定める。 

（専攻の専修及びコース） 

第２条 本研究科の専攻に、別表に定める専修及びコースを置く。 

（学期） 

第２条の２ 学年を４学期に分ける。 

２ 各学期の期間は、学則第４１条第３項により別に定められるところによる。 

（修了要件） 

第３条 修士課程の修了要件は、学則第５条第１項の定めるところによる。 

２ 博士後期課程の修了要件は、学則第６条第１項の定めるところによるものとし、本研究

科で定めた所要科目２０単位以上を修得しなければならない。 

（修業年限の特例） 

第４条 本研究科修士課程においては、学則第５条第１項ただし書に定める特例を認める

ことができる。 

２ 本研究科博士後期課程においては、学則第６条第２項及び第３項に定める特例を認め

ることができる。 

３ 前２項の場合の細則については、別に定める。 

（長期履修学生制度） 

第４条の２ 学生が標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し

課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、学則第２条第７項の定めるところ

により、教育会議の議を経て、これを認めることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、長期履修学生の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 

（教育課程） 



第５条 各専攻の授業科目及び単位数は、別表に定めるほか、教育会議の議を経て定めると

ころによる。 

２ 授業科目の単位数は、１５時間の授業時間をもつて１単位とする。 

（履修方法） 

第６条 修士課程においては、指導教員の指示に従い、その所属するコースの定める科目を

所定の単位以上修得しなければならない。 

２ 前項の科目のほか、指導教員の承認を得て、他のコース、他の専修、他の専攻、他の研

究科、教育部、学部及びグローバル教育センターの科目を履修し、修士課程の単位とする

ことができる。ただし、学部及びグローバル教育センターの科目は合わせて６単位を限度

とする。 

第７条 博士後期課程においては、指導教員の指示に従い、その所属するコースの定める科

目を１０単位以上修得しなければならない。 

２ 前項の科目のほか、指導教員の承認を得て、他のコース、他の専修、他の専攻、他の研

究科、教育部及び医学部医学科の科目を履修し、博士後期課程の単位とすることができる。 

３ 修士課程において３０単位以上修得した者は、教育会議の議を経て、その超過単位のう

ち８単位を限度として博士後期課程の単位とすることができる。 

第８条 学則第１０条、第１０条の２又は第２８条の定めにより、国内の他の大学の大学院

において修得した科目及び単位、外国の大学の大学院が行う通信教育を我が国において

履修し修得した単位又は外国の大学の大学院において修得した科目及び単位は、選択科

目の単位に相当する科目及び単位として認定することができる。 

（他の大学の大学院又は研究所等における研究指導） 

第９条 学則第１２条に定める他の大学の大学院又は研究所等における研究指導は、指導

教員の申請に基づき、教育会議の議を経て、これを許可するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、他の大学の大学院又は研究所等における研究指導に関し必

要な事項は、別に定める。 

（履修科目届） 

第１０条 学生は、指導教員の指導を受けて、履修しようとする科目を定め、指定の期間内

に所定の様式により届け出なければならない。 

（試験） 

第１１条 授業科目・単位の修得は、原則として、試験により証明する。 

２ 教員は、前項の規定にかかわらず、平常の成績又は小論文の評価により、授業科目・単

位の修得を証明することができる。 

３ 試験は、学期末又は学年末に行う。ただし、必要がある場合には、随時に行うことがで

きる。 

４ 前項のほか、特に必要な場合は、教育会議の議を経て、追試験を行うことができる。 

（学位論文） 



第１２条 学生は、指導教員の指導を受けて、指定の期間内に学位論文を研究科長に提出す

るものとする。 

（最終試験） 

第１３条 最終試験は、所要の単位を修得し、かつ、学位論文を提出した者について、口述

試験により行う。 

２ 最終試験の期日は、あらかじめ発表する。 

（学位の授与） 

第１４条 学則第５条第１項に定める修了要件を満たした者には、修士（（教育学）の学位を

授与する。 

２ 学則第６条に定める修了要件を満たした者には、博士（教育学）の学位を授与する。 

（専攻の変更） 

第１５条 所属専攻の変更は、原則として認めない。ただし、１年以上在学し、やむを得な

い事情がある場合に限り、教育会議の議を経て、学年の初めに許可することがある。 

２ 所属専攻を変更した者の修業年限は、教育会議の議を経て決定する。 

３ 所属専攻を変更した者が前コースにおいて修得した単位は、教育会議の議を経て、第６

条又は第７条に規定する単位に加えることができる。 

（専修及びコースの変更） 

第１５条の２ 同一専攻内において所属専修及びコースを変更する場合は、前条の規定を

準用する。 

（入学資格） 

第１６条 修士課程に入学することのできる者は、学則第１６条第１項（第８号を除く。）

の定めるところによる。 

２ 博士後期課程に入学することのできる者は、学則第１６条第２項各号の定めるところ

による。 

３ 前項の場合において、学則第１６条第２項第７号及び第８号の入学資格に関する規定

を適用し、その資格要件を認定する基準は、別に定める。 

（再入学） 

第１７条 修士課程又は博士後期課程を中途退学し、再入学を志願する者については、退学

後２年以内に限り、教育会議の議を経て、学年の初めに再入学を許可することができる。

ただし、特別の事情がある者については、退学後２年以上に達した場合でも、教育会議の

議を経て、再入学を許可することがある。 

２ 再入学者は、前在学中に所属したコースに所属するものとする。 

３ 再入学者の修業年限は、教育会議の議を経て決定する。 

４ 再入学者が前在学中において修得した単位は、教育会議の議を経て、第６条又は第７条

に規定する単位に加えることができる。 

（修士入学） 



第１８条 本学大学院において修士の学位を得た者で、更に修士課程に入学を志願する者

の選抜については、新たに入学を志願する者の例による。ただし、この場合においては、

教育会議の議を経て、入学試験の一部を免除することができる。 

２ 前項により入学した者については、教育会議の議を経て、在学期間を１年とすることが

できる。 

３ 第１項により入学した者が前に在学した専攻において修得した単位は、教育会議の議

を経て、第６条に規定する単位に算入することができる。 

（博士入学） 

第１９条 本学大学院において博士の学位を得た者で、更に博士後期課程に入学を志願す

る者の選抜については、第１８条第１項の規定を準用する。 

２ 前項により入学した者については、教育会議の議を経て、在学期間を２年とすることが

できる。 

３ 第１項により入学した者が前に在学した専攻において修得した単位は、教育会議の議

を経て、第７条に規定する単位に算入することができる。 

（副専攻制） 

第２０条 学則第９条第３項の定めるところにより、本研究科以外の学生に、学校教育高度

化専攻の科目を履修させる制度（これを「副専攻制」という。）を置く。 

２ 前項の場合の細則については、別に定める。 

（特別研究学生） 

第２１条 学則第３２条に定める特別研究学生の受入れは、当該学生の所属する大学の大

学院又は研究科の申請に基づき、教育会議の議を経て、これを許可するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、特別研究学生の受入れに関し必要な事項は、別に定める。 

（大学院研究生） 

第２２条 大学院研究生については、学則及び東京大学大学院研究生規則によるもののほ

か、その取扱いの細目については、本研究科において別に定める。 

（大学院科目等履修生） 

第２３条 学則第３１条の２に定める大学院科目等履修生の受け入れは、申請に基づき教

育会議の議を経て、これを許可するものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、大学院科目等履修生の受入れに関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

附 則 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。 

附 則 

１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 



２ 平成８年３月３１日以前に第１種課程の修士課程又は第１種博士課程に入学し、引き

続き在学する者については、平成８年４月１日から修士課程又は博士後期課程に所属す

るものとする。 

附 則 抄 

１ この規則は、平成１３年７月１０日から施行し、改正後の東京大学大学院学則の規定は、

平成１３年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１６年４月２０日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１６年７月５日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（抄） 

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（抄） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２１年１２月８日から施行し、改正後の東京大学大学院教育学研究科規

則の規定は、平成２１年６月１８日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 



この規則は、平成２４年６月２８日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年３月３１日以前に学校教育高度化専攻修士課程に入学し、引き続き在学す

る者については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。 

附 則 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年３月３１日以前に博士後期課程に入学し、引き続き在学する者については、

改正後の第７条第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成２８年６月２３日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和２年３月３１日以前に副専攻を履修し、引き続き在学する者については、改正後の

別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この規則は、令和３年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年９月２５日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

１（この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

２（令和８年３月３１日以前に修士課程又は博士後期課程に入学し、引き続き在学する者に

ついては、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３（改正後の総合教育科学専攻教育学専修教育学コースについては、令和８年４月１日以後

から入学することができるものとする。 

４（この改正に伴う経過措置は、別に定める。 

 

別表（（教育学研究科 修士課程及び博士後期課程専修別及びコース別科目、必修単位数一覧） 
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